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 宮代町既存建築物耐震改修工事等補助金交付要綱の一部を改正する告示

を次のように定める。 

 

  令和８年６月３０日 

 

 宮代町長  新 井 康 之     

 

 

  



宮代町既存建築物耐震改修工事等補助金交付要綱の一部を改正する

告示 

宮代町既存建築物耐震改修工事等補助金交付要綱（平成１９年宮代町告示

第１１８号）の一部を次のように改正する。 

第 1 条中「建替え工事」を「除却工事」に改める。 

第２条第２号中「耐震評点」を「上部構造評点」に改め、同条第４号を次

のように改める。 

（４）除却工事 耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の建築物を全

て除却する工事をいう。 

第２条に次の２号を加える。 

（８）緊急輸送道路 宮代町建築物耐震改修促進計画に記載された緊急輸送

道路をいう。 

（９）緊急輸送道路閉塞建築物 緊急輸送道路に接する敷地に立地する建築

物であって、地震によって倒壊した場合に緊急輸送道路の幅員の過半を

閉塞するおそれのあるもの（建築物の高さが、当該建築物から道路境界

線までの距離に道路幅員の２分の１を加えた値を超えるもの）をいう。 

第４条第１項中「建替え工事については」を「除却工事については」に改

め、同項第５号中「建替え工事に伴う」を削る。 

第４条第２項ただし書中「建替え工事」を「除却工事」に改める。 

第５条を次のように改める。 

（補助金交付額等） 

第５条 耐震改修工事に対する補助金は、当該工事に要した費用の額の２分

の１に相当する額（千円未満の端数は、切り捨てる。）とし、５０万円を

限度とする。ただし、補助金の交付申請時において補助金の交付対象とな

る建築物の所有者（以下「補助対象者」という。）が属する世帯が当該建

築物に居住している場合においては、次の表に掲げる区分に応じ、同表に

掲げる率及び限度額により算出した額（千円未満の端数は、切り捨てる。）

とする。 

区分 率 限度額 

ア 高齢者の世帯又は障がい者等の世帯 ４分の３ ６０万円 

イ 二世帯住宅 ２分の１ ６０万円 

ウ 
上記ア及びイのいずれにも該当する場

合 
４分の３ ７０万円 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急輸送道路沿道建築物の耐震改修工事に対

する補助金は、当該工事に要した費用の額の２分の１に相当する額(千円

未満の端数は、切り捨てる。)とし、１００万円を限度とする。 

３ 除却工事に対する補助金は、当該工事に要した費用の額の２分の１に相

当する額（千円未満の端数は、切り捨てる。）とし、２０万円を限度とす



る。ただし、補助金の交付申請時において補助対象者が属する世帯が当該

建築物に居住している場合においては、次の表に掲げる区分に応じ、同表

に掲げる率及び限度額により算出した額（千円未満の端数は、切り捨てる。）

とする。 

区分 率 限度額 

ア 高齢者の世帯又は障がい者等の世帯 ４分の３ ３０万円 

イ 二世帯住宅 ２分の１ ３０万円 

ウ 
上記ア及びイのいずれにも該当する場

合 
４分の３ ４０万円 

４ 前項の規定にかかわらず、緊急輸送道路沿道建築物の除却工事に対する

補助金は、当該工事に要した費用の額の２分の１に相当する額（千円未満

の端数は、切り捨てる。）とし、４０万円を限度とする。 

第６条第９号中「建替え」を「除却」に改める。 

第１０条第１項第４号中「建替え」を「除却」に改め、同条第２項を削る。 

 

  



様式１号を次のように改める。

 

 



様式第６号を次のように改める。 

 

 



様式第８号を次のように改める。 

 

 



附 則 

この告示は、令和８年７月１日から施行する。 

 


